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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第８期
第１四半期
累計期間

第７期

会計期間
自 平成26年４月１日

至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日

至 平成26年3月31日

売上高 (千円) 321,913 1,582,788

経常利益又は経常損失(△) (千円) △21,811 254,803

当期純利益又は四半期純損失(△) (千円) △12,646 141,938

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 375,755 375,755

発行済株式総数 (株) 1,522,000 1,522,000

純資産額 (千円) 1,309,896 1,322,543

総資産額 (千円) 1,633,196 1,773,208

１株当たり当期純利益金額又は四半
期純損失金額(△)

(円) △8.31 109.70

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － 108.29

１株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 80.2 74.6
 

(注) １. 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４. 第８期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

５. 当社は、第７期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成しておりませんので、第７期第１四半期

累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

なお、当社は、前第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間と

の比較分析は行っておりません。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、景気は緩やかな回復基調が続いておりましたが、消費税率引上げ

に伴う駆け込み需要の反動により、個人消費や生産活動に弱い動きがみられました。

住宅業界におきましても、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減により、新設住宅着工戸数は前年同期実

績を下回り、弱い動きで推移いたしました。

このように厳しい経営環境の下にありましたので、当社は引き続きＡＳＪブランド浸透や広報活動を強化すると

ともに、本年４月、横浜ランドマークタワーに「建築家情報空間」を開設したほか、ＡＳＪアカデミー会員の獲得

を目的にイベント支援等を強化するなどマーケティングに注力し、積極的な営業活動を展開してまいりました。

以上の結果、当第１四半期累計期間においては、主に消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減や建設工事費

の上昇等の影響による加盟建設会社における工事請負契約の低迷により、売上高は321,913千円となりました。

利益面では、営業損失は21,715千円、経常損失は21,811千円、四半期純損失は12,646千円となりましたが、ほぼ

想定の範囲内に収まっております。

なお、当社はＡＳＪ建築家ネットワーク事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しており

ます。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における総資産は1,633,196千円となり、前事業年度末と比べて140,011千円減少いたし

ました。

流動資産は前事業年度末に比べ、219,979千円減少し、1,316,217千円となりました。これは主として現金及び預

金の減少142,903千円、売掛金の減少41,601千円、未収入金の減少48,253千円等によるものであります。

固定資産は前事業年度末に比べ、79,967千円増加し、316,979千円となりました。これは主に建物の増加67,056千

円等によるものであります。

当第１四半期会計期間末における負債合計は323,300千円となり、前事業年度末と比べて127,364千円減少いたし

ました。

流動負債は前事業年度末に比べ、122,327千円減少し、311,445千円となりました。これは主に未払金の減少

56,891千円、未払法人税等の減少71,805千円等によるものであります。

固定負債は前事業年度末に比べ、5,037千円減少し、11,855千円となりました。これは長期借入金の減少によるも

のであります。

当第１四半期会計期間末における純資産は1,309,896千円となり、前事業年度末と比べて12,646千円減少いたしま

した。これは四半期純損失12,646千円を計上したことによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5) 主要な設備

前事業年度末において計画中であった主要な設備の新設について、当第１四半期累計期間に完成したものは次の

とおりであります。

事業所名

(所在地)
設備の内容

帳簿価額(千円)

完成年月
建物

工具、器具

及び備品
合計

横浜展示場

(横浜市西区)
常設展示場 70,052 7,565 77,618 平成26年４月

 

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,800,000

計 4,800,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,522,000 1,522,000
東京証券取引所
(マザーズ)

単元株式数は100株
であります。

計 1,522,000 1,522,000 ― ―
 

(注) １. 発行済株式のうち、20,000株は現物出資（投資有価証券 20千円）によるものであります。

２. 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

３. 提出日現在発行数には、平成26年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

― 1,522,000 ― 375,755 ― 374,685
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　 1,521,600 15,216
権利関係に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あります。

単元未満株式 普通株式　　　　 400 ― ―

発行済株式総数 1,522,000 ― ―

総株主の議決権 ― 15,216 ―
 

(注)　当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 
② 【自己株式等】

  平成26年６月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号) に基づいて作成しております。

　なお、当社は前第１四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）は四半期財務諸表を作成して

いないため、前年同四半期累計期間に係る比較情報は記載しておりません。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成26年４月１日から平成26年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,034,459 891,556

  売掛金 239,313 197,711

  商品 3,279 1,562

  未収入金 236,745 188,492

  その他 55,488 64,639

  貸倒引当金 △33,090 △27,745

  流動資産合計 1,536,197 1,316,217

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 31,460 98,516

   工具、器具及び備品（純額） 365 7,479

   有形固定資産合計 31,826 105,995

  無形固定資産   

   ソフトウエア 65,272 59,333

   ソフトウエア仮勘定 7,665 16,557

   無形固定資産合計 72,937 75,891

  投資その他の資産   

   差入保証金 84,467 83,894

   その他 53,160 56,901

   貸倒引当金 △5,380 △5,704

   投資その他の資産合計 132,247 135,091

  固定資産合計 237,011 316,979

 資産合計 1,773,208 1,633,196

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 28,874 31,025

  1年内返済予定の長期借入金 20,148 20,148

  未払金 231,575 174,684

  未払法人税等 73,431 1,625

  賞与引当金 3,465 5,285

  工事完成保証損失引当金 8,250 8,250

  その他 68,029 70,426

  流動負債合計 433,773 311,445

 固定負債   

  長期借入金 16,892 11,855

  固定負債合計 16,892 11,855

 負債合計 450,665 323,300

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 375,755 375,755

  資本剰余金 374,685 374,685

  利益剰余金 572,103 559,456

  株主資本合計 1,322,543 1,309,896

 純資産合計 1,322,543 1,309,896

負債純資産合計 1,773,208 1,633,196
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 321,913

売上原価 71,643

売上総利益 250,270

販売費及び一般管理費 271,986

営業損失（△） △21,715

営業外収益  

 受取利息 60

 営業外収益合計 60

営業外費用  

 支払利息 126

 その他 30

 営業外費用合計 156

経常損失（△） △21,811

税引前四半期純損失（△） △21,811

法人税、住民税及び事業税 382

法人税等調整額 △9,547

法人税等合計 △9,164

四半期純損失（△） △12,646
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【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費 (無形固定資産に係る償却費を含む。) は、次のとおりであります。

 
当第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日)

減価償却費  9,767千円
 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、ＡＳＪ建築家ネットワーク事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 △8円31銭

 (算定上の基礎)  

 四半期純損失金額(千円) △12,646

 普通株主に帰属しない金額(千円) ―

 普通株式に係る四半期純損失金額(千円) △12,646

 普通株式の期中平均株式数(株) 1,522,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

―

 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損

失であるため、記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
平成26年８月12日

アーキテクツ・スタジオ・ジャパン株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士   淺野　禎彦   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士   余野　憲司   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアーキテクツ・

スタジオ・ジャパン株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第８期事業年度の第１四半期会計期間

（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アーキテクツ・スタジオ・ジャパン株式会社の平成26年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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